介護予防ケアマネジメント業務委託契約書（ひな形）
  委託者（地域包括支援センター法人名）を「甲」とし、受託者（居宅介護支援事業者）　を「乙」とし、甲乙両当事者間において、次のとおり介護予防ケアマネジメント業務委託契約を締結する。
（総則）
第１条  甲は、次に掲げる事務を乙に委託し、乙はこれを受託するものとする。
　（１）委託内容
　日向市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱に基づく介護予防ケアマネジメント業務
　（２）契約期間
平成28年○○月１日から平成29年３月31日までとする。ただし、期間満了前１ヶ月前までに、甲又は乙のいずれかが相手方に対し、期間を延長しないことを通知しない限り、自動的に１年間延長されるものとし、以後も同様とする。
（委託料）
第２条  介護予防ケアマネジメント業務の委託料の額は９割、手数料は１割とし、次のとおりとする。ただし、小規模多機能連携加算分の委託料は10割とする。
　（１）現行相当サービスを実施する際の介護予防ケアマネジメント作成に係る委託料

　　①介護予防ケアマネジメント費Ⅰ １件当たり 委託料（月額）3,870円 手数料430円

　　②初回加算分　　　　　　　　　 １件当たり 委託料（月額）2,700円 手数料300円
　　③小規模多機能連携加算分　　　 １件当たり 委託料（月額）3,000円 手数料  0円

（契約保証金）
第３条　契約保証金は、全額を免除する。
（権利義務譲渡等の制限）
第４条  乙は、本契約により生ずる一切の権利義務を第三者に譲渡し、若しくは継承させ又はその権利を担保に供してはならない。ただし、甲が特別に認めるときは、この限りではない。
（再委託の禁止）
第５条  乙は、委託業務の全部又は一部を第三者に再委託してはならない。ただし、予め甲の書面による承認を受けたときは、この限りではない。
（報告の徴収）
第６条　甲は、必要があるときは、乙に対し、委託業務の実施状況について報告若しくは資料の提出を求め、又は必要な指示をすることができるものとする。
（秘密の保持）
第７条  乙（及びケアプラン作成に従事する者）は、受託業務の履行に際して知り得た個人情報その他の事項を第三者に洩らしてはならない。

（報告書の提出及び審査）
第８条  乙は、毎月の受託業務の実施状況を甲の定める期日までに文書により甲に報告しなければならない。
２　甲は、報告書を受理したときは、10日以内にその内容を審査するものとする。
３　甲は、審査の結果、必要があると認めた場合は、期日を定めて、乙に再策定をさせることができるものとする。なお、この場合において再策定に要する費用は乙の負担とする。
（委託料の支払）
第９条　当該委託料は、甲から乙の登録済口座へ委託料を支払うこととする。

２　乙は、担当する利用者が介護予防サービスを利用した場合は当該月の翌月の10日以内（該当する日が土・日・祝日の場合は前日、年末年始については、地域包括支援センターが別途定める期日。）に指定介護予防サービス事業者等の報告等を元に介護予防サービス計画の実施状況に関する記録（サービス利用票第７表、第８表）及び委託料請求明細書を作成し、甲に提出することとする。

３　当該請求に不備がある場合等により、支払を受けることができないときは、甲は委託料の支払いを停止し、又は委託料の支払いをしない。また、場合によっては翌月以降の委託料の請求額と調整するものとする。

４　甲は、乙より期日までに必要な書類の提出を受けた場合は、その内容を審査した上で、請求がなされた月の末日までに支払いを行わなければならない。

（契約の解除）
第１０条  甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、この契約を解除することができるものとし、このために乙に損害が生じても、その責を負わないものとする。
 （１）乙がこの契約の条項に違反したとき
 （２）乙が契約の履行に関し、不正な行為があったとき
（３）乙が正当な理由なく期限内に契約を履行する見込みがないと認められたとき
２　前項の規定により、契約が解除された場合には契約が解除された日までに行ったケアプラン作成対象者にかかる一切の書類を甲に提出しなければならない。
（協議）
第１１条　この契約書に定めのない事項については、甲、乙協議の上、別に決定する。
  この契約の証として、本書２通を作成し、それぞれ１通を保管するものとする。
平成○○年○○月○○日
（甲）（○○地域包括支援センター設置者）所在地　　　　（法人の住所）
　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　 （法人の名称）
　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　 ○　○　○　印
（乙）（○○居宅介護支援事業者）　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　 ○　○　○　印

